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いわゆる平成の大合併により、市町村単位の統計データの集計区分も大きく変わり、パネル分析におい

て何らかの工夫が必要となる。分析の対象期間中にそのような市町村合併が起こった場合、通常は、合併

後の市町村を単位とした集計に基づき分析が行われる。しかしながら、この方法では、より細かい集計単

位である合併前の市町村を単位としたデータが持っている情報の一部が失われてしまう危惧がある。本研

究では、空間計量経済モデルを用いた計量分析において、合併前の市町村を集計単位とした分析を行う方

法を提案し、その実用可能性について検討を行う。 
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１．はじめに 

 
社会経済データの多くは、空間的な単位（以下、

集計単位と呼ぶ）毎の集計データとして提供され

ている。言うまでもなく、集計単位として我が国

で最も広く用いられているのは行政区分であり、

国勢調査データをはじめ多くの社会経済データ

は、市町村毎または都道府県毎に集計された後、

一般に提供される。しかし、行政区分は変更され

ることも多く、それに伴う集計単位の変更は時系

列での比較やパネルデータ分析を行う上での障

害となる。特に近年、市町村区分は、いわゆる平

成の大合併に伴い大きく変更されてきた。総務省

合 併 相 談 コ ー ナ ー （ URL ：

http://www.soumu.go.jp/gapei/）によると、2000 年

に存在した約 3,200 の市町村は、平成の大合併後

の 2007年には 1,700程度にまで減少した。従って、

我が国の市町村データを用いたパネルデータ分

析において、集計単位変更による障害は、大きな

問題である。 

時点によって集計単位の異なるデータの集計単

位を全時点について統一するためには、集計され

たものとは異なる集計単位（以下、本論文では「配

分単位」と呼ぶこととする）へのデータの変換が

必要である。そのような変換は、一般に面補間

（Areal Interpolation（例えば、Tobler (1979) 13)））

と呼ばれる。 

合併による市町村区分の変化に際しては、合併

後の市町村区分を配分単位とした面補間により対

処されることが多い。しかし、それでは合併前の

市町村データについての情報は損失してしまう。

一方で、合併前の市町村区分を配分単位とした対

処も考えられる。それならば、合併前の市町村デ

ータについての情報を損失することなく集計単位

の統一を行うことができる。 

一般に、配分単位の取り方が、その後の分析結



果に影響することは、可変単位地区問題（MUAP: 

Modifiable Areal Unit Problem（Openshaw et al. 

(1979) 10)））として知られている。筆者の知ると

ころ、理論的に十分と思われる可変単位地区問題

の解決方法は、現在のところ確立されておらず、

配分単位の取り方に優劣をつけることは難しい。

しかし、大きな配分単位毎に集計されたデータに

対する回帰モデルの適用は、見せかけの相関や推

定値の分散の増大を招くことが指摘されている

（Reynolds et al. (1979) 11)、Tagashira and Okabe 

(2002) 12)）。後者の方法の適用は、そのような指

摘への対処ともなり得るだろう。 

もちろん、後者の方法は、合併後の市町村デー

タを合併前の市町村データに変換するための面

補間が必要であり、その際の予測誤差が避けられ

ない。予測誤差はその後の分析結果に影響を与え

ることから、十分に小さくする必要がある。 

予測誤差を小さくするには、データが持つ特性

を十分に考慮したモデルを用いて面補間を行う

ことが望ましい。市町村データのような空間デー

タの代表的特性として、空間従属性が知られてい

る。空間従属性とは、空間的に近接したデータ間

に、強い類似傾向が見られるという特性であり、

当然のことながら、面補間においても考慮すべき

性質である。しかし、面補間において満たされる

べき性質とされている体積保存則（詳しくは次章

を参照）を満足し、かつ空間従属性を考慮した手

法の提案を行った研究は、筆者らの知る限り見当

たらない。 

そこで本研究では、まず、体積保存則及び空間

従属性を考慮した面補間法の提案を行う。次に、

提案手法を実際の市町村データに適用し、予測誤

差の検証を行う。 
配分単位 集計単位

y そのために、面補間に関連する既存研究の整理

を２章で行い、提案手法のベースとなる空間計量

経済モデルとそのパラメータ推定に必要である

EM アルゴリズムについての説明を、３章と４章

でそれぞれ行う。そして、それらを元に体積保存

則及び空間従属性を考慮した面補間法の提案を５

章で示し、最後に、実証実験を通した提案手法の

有用性の確認を６章で行う。 
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図 1：面補間の概要 
iy ：データの実測値、 iŷ ：データの予測値 

 

２．面補間に関する既存研究 

 

集計データの一般的な性質として、体積保存則

（Pycnophylactic property）が知られている。これ

は、特定の空間領域内の変数の総量は、集計単位

の取り方に依存せず、一定であることを表す性質

である。例えば、体積保存則が満足されるならば、

B 地区と C 地区で構成される A 市の総人口は、B

地区と C 地区の人口の和に等しくなる。 

本研究では、「体積保存則の満足を前提とした、

集計単位から配分単位へのデータの再配分」を面

補間と定義し、以下の議論を進める。 

代表的な面補間法として、面積按分法と代表点

内包法が知られている（例えば、貞広 (2000) 18)）。

前者は面積に応じて集計単位のデータを配分単位

へと配分することで、予測を行う方法であり、後

者は集計単位のデータをポイントデータに置き換

え、配分単位に含まれるポイントデータの値から

配分単位のデータの予測をする方法である。しか

し、配分単位の大きさが集計単位と同程度あるい

はそれ以下の場合、面補間の予測誤差は、非常に

大きくなることが知られており（貞広 (2000) 18)）、

面積按分法や代表点内包法も例外ではない。従っ

て、合併前の市町村を配分単位とした面補間のた

めの手法の選択には注意が必要である。 

その一方で、近年、補助的なデータを用いた手

法が数多く提案されており、合併前の市町村への

面補間に対しても一定の予測精度が期待される手

法も存在する。例えば、土地利用図や人工衛星画



14) 観測地点数を s とすると、y は s×1 の被説明変数ベ

クトル、X は s×t の説明変数ベクトル、また、βは

t×1 のパラメータベクトルで表される。W は空間

重み行列であり。また、ρ は空間従属性の強さを

表すパラメータであり、–1 から 1 の間の値を取る。 

像を用いるdasymetric法（Wright  (1936) ）や、

配分単位の属性データを用いる線形回帰モデル

法（Frowerdew and Green (1992) 5)）などが存在す

る。特に後者の手法は、合併前の集計単位に関す

る複数の情報を用いた面補間が可能であること

から、市町村合併による問題への適用に際しても、

比較的、精度の高い面補間の実行が期待できる。 

通常、空間計量経済モデルのパラメータ推定の

一つとして、最尤法が用いられており、SLMでは

対数尤度関数(2)の最大化によりパラメータを推

定する（Anselin (1988)

また、空間従属性を考慮することによる予測精

度の向上も考えられる。空間従属性を面補間に考

慮した研究は、これまでにも僅かに存在する

（Mugglin et al. (1999)

 1)）。 
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考慮し、かつ体積保存則を満足する面補間法は未
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そのために、(2)式を βに関し偏微分することで、

が得られる。 

そこで、本研究では、線形回帰モデルに基づい

た面補間法（Flowerdew and Green (1992) 5)
β̂）の拡

張により、空間従属性及び体積保存則を考慮した

面補間を行うことのできる、新たな手法の提案を

行う。 

ⅡⅠ βββ ˆˆˆ ρ−=         (3) 

 

３．空間計量経済モデルとデータ補間 

 
（１）空間計量経済モデルの概要 

空間計量経済学では、空間従属性を考慮した多

くのモデルがこれまで提案されてきた。空間計量

経済学において、空間従属性の強さは、距離の関

数（例えば距離の逆数）により表現される。ゾー

ンを単位とした分析においては、距離はゾーンの

代表点（例えば幾何的重心）間のユークリッド距

離で与えられる場合が多く、そのような距離の関

数よって地点間の空間従属性の強さが記述され

た行列は、空間重み行列(Spatial Weight Matrix)と

呼ばれる。通常、空間重み行列の対角要素は 0 と

される。また、各行の要素の総和が 1 となるよう

基準化して用いられることが多く、本研究におい

てもそれらを採用する。 

空間計量経済学の代表的なモデルとして空間

ラグモデル（SLM: Spatial Lag Model）が知られて

いる。SLM は被説明変数に空間従属性を仮定した

モデルであり(1)式で表される。 

εXβWyy ++= ρ    (1) ),0(~ 2Iε σN

ただし、 =(X
Ⅰβ̂

'X)-1X'y、 =(X
Ⅱβ̂

' -1X) X'Wyである。 
2次に、対数尤度関数をσ に関し偏微分すること

で、 が得られる。 2σ̂

s
)ˆˆ()ˆˆ(ˆ 2 ⅡⅠⅡⅠ εεεε ρρσ −′−

=      (4) 

ただし、 、 である。 
ⅠⅠ βXyε ˆˆ −= ⅡⅡ βXWyε ˆˆ −=

(2)式に(3)、(4)式を代入することで、ρに関する集

中化対数尤度関数(5)式が得られる。 
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上の式を元に、以下の手順でパラメータが推定さ

れる。 
[1]OLS を用いて y を X に回帰し を算出する 

Ⅰβ̂

[2]OLS を用いて Wy を X に回帰し を算出する 
Ⅱβ̂

[3]残差 、 を求める 
Ⅰε̂ Ⅱε̂

[4]L ρ を求める を最大にするC

[5]βと を上の等式により求める ˆ 2σ̂

 

（２）空間計量経済モデルを用いた補間の既存

研究 

 

通常の空間計量経済モデルでは、観測データ間

のみの空間従属性を考慮した空間重み行列により、



モデル構築及びパラメータ推定が行われる。従っ

て、補間地点に関連した空間従属性も考慮しなく

てはならない補間に対し、通常のモデルを用いる

ことはできない（堤他 (2000) 20)）（図 2）。 

それに対し、LeSage and Pace (2004) 5)では、補

間地点も含む全地点についての空間重み行列を

用いた空間計量経済モデルの構築と、EMアルゴ

リズム（次章を参照）によるパラメータ推定によ

り、理論に整合した点補間を行っている。また、

瀬谷 (2008) 19)では、EMアルゴリズムの類似手法

であるSimultaneous approach （Martin (1984) 8)）を

用いた点補間を行い、Kriging （Cressie (1993) 3)）

など、他の分野の手法による結果と比較すること

で、空間計量経済モデルにより、精度の良い点補

間が行われることを確認している。 

しかし、いずれも点補間ための手法であり、そ

れらを面補間に適用しても、前章で説明した体積

保存則は一般的には満足されない。 

 

４．EM アルゴリズムと面補間 

 

（１）EM アルゴリズムの概要 

EM(Expectation Maximization)アルゴリズムは、

Dempster et al. (1977) 4)により提案された、不完全

データを用いて最尤推定を行うことのできるア

ルゴリズムであり、その簡潔さと柔軟な適用可能

性のために幅広い分野での応用が見られる。通常、

EMアルゴリズムでは以下の手順に従い最尤推定

を行う。 

[1]パラメータに適当な初期値θ0を与える。 

[2]以下の 2 つのステップを収束するまで交互に

繰り返す。 y
 E-Step 

h回目の繰り返しで得られたパラメータθhを元

に、データの欠損部分に疑似的な観測値を代入

し、尤度関数Lhを構築する。 

 M-Step 

尤度関数Lhを最大化するようなパラメータθh+1

を求める。 

以上の計算により、尤もらしいパラメータと予

測値の算出を行うことができる。繰り返し計算に

おける尤度の単調増加は保証されており、通常は、

パラメータまたは尤度の変化が十分に小さくなれ

ば、計算は収束したと見なす。ただし、EM アル

ゴリズムは局所的最適解への収束の可能性が知ら

れており、パラメータの初期値は適切に設定され

る必要がある。 

 

（２）EM アルゴリズムを用いた面補間 

本節以降では、集計単位、配分単位に加え、集計

単位及び配分単位の両方の空間分割を施すことで

得られる空間単位（図 3）を細分単位と定義し、

各領域を以下のように表現する。 

 集計単位の各領域：A  ( i = 1, 2, …I ) i

 配分単位の各領域：B  ( j = 1, 2, …J ) j

 細分単位の各領域：C  ( k = 1, 2, …K) k

また、各空間単位内における被説明変数ベクトル

をyはy 、y 、y と表現する。各ベクトルのサイズ

は、それぞれI×1、J×1、K×1 であり、I
i j k

≤K及び J ≤K

が成り立つ。

Flowerdew and Green (1992)  5)では、線形回帰モデ

ルをベースとしたモデルによる面補間を、EMアル

ゴリズムを用いた以下の手順で行っている（図 4）。 

[1]集計単位及び配分単位を元に細分単位を生成

する。 

[2]線形回帰モデルをベースとしたモデルにより、

集計単位から細分単位へのデータの按分を行う。 

[3][2]の結果得られた細分単位の予測値を元に、配

分単位の予測値を算出する。 

以降では、量を表す変数により基準化された変数

（例えば高齢化率）を対象とした面補間の手順を、

y

y
y

：観測地点

：予測地点

：観測データ間の空間従属性 

：予測地点に関連した空間従属性 

図 2：地点間の空間従属性 



[2]及び[3]について説明する。以下では基準化に用

いる変数は「基準化変数」と呼ぶ。

手順[2]では、面補間の結果得られる細分単位の

予測値が、体積保存則を満足しなくてはならない。

一般に、基準化された変数が体積保存則を満足す

るためには、(6)式が成り立たなくてはならない。 

∑=
k

kiki yny ˆ    (6) 

iy は、集計単位iにおける被説明変数の実測値であ

る。またnikは集計単位Aiにおける基準化変数の観

測量のうち、細分単位Ckで観測された同観測量の

割合を表す。従って、Ai ⊇Ckの場合についてのみ

nikは 0 から 1 の間の値を取り、それ以外の場合は

0 である。 

(6)式を、細分単位の被説明変数の予測値ベクト

ル が体積保存則を満足するための条件式に直

すと(7)式が得られる。 
kŷ

kiki yNz ˆ=        (7) 

ここで、 iz は各細分単位が所属する集計単位の被

説明変数を表す、K×1 の実測値ベクトルである。

また、N はnik ikを要素とするK×Kの正方行列であり、

その第p行q列目の要素は、細分単位Cpが所属する

集計単位の基準化変数観測量のうち、細分単位内

Cqで得られる同観測値の割合である。N ikを模式的

に表すと、以下で表される。 
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Flowerdew and Green (1992) 5)
では、通常の線形

回帰モデルに対して補正項を加えた(9)式による

面補間法を提案している。(9)式から得られる予測

値 は体積保存則満足のための条件式(7)を必ず

満足する。 
kŷ

( ) kkikikk εβXNzβXy +−+= ][     (9) 

XkはK×tの細分単位の説明変数ベクトルであり、β

はt×1 のパラメータベクトルである。  

(9)式は、 iz とyk(ともにK×1 のベクトル)との乖

離を、Xk
*により予測することで、 を算出する

モデルである。従って、同一の集計単位に所属す

る細分単位ならば必ず同一の値を示す変数を説明

変数とした場合、同一集計単位に属する全ての細

分単位の予測値は等しくなる。そのような場合、

体積保存則を満足するためには、

kŷ

iz = とならな

くてはならないことが、(7)式より確認できる。そ

のため、集計単位毎に同一の値を示す変数を説明

変数に用いて面補間をすることはでない。また、

同様の理由で定数項を用いることはできない。 

kŷ

(9)式による予測値の算出とパラメータの推定

を、EMアルゴリズムにより行うことで、各細分単

位の予測値 が算出され、その要素を(10)式に代

入することで、配分単位B
kŷ

jにおける予測値 を算

出することができる。 

jŷ

∑=
k

kjkj yny ˆˆ        (10) 

njkは、配分単位Bjにおける基準化変数の観測量の

うち、細分単位Ckで観測された同観測量の割合で

ある。従って、Bj ⊇Ckの場合のみnjkは 0 から 1 の

iy

ky

jy

1A
2A

iA

1C 2C

kC

1B 2B

jB

i=1,2,…I 
：データ

：データ 

k=1,2,…K 

j=1,2,…J 
：データ 

集計単位配分単位 

細分単位 

図 3：細分単位の概要 

集計単位配分単位 

細分単位 

1A
2A

iA

1C 2C

kC

1B 2B

jB

面補間(按分) 
配分単位の 
予測値算出 

図 4：Flowerdew and Green (1992)  5)の計算手

順



間の値を取り、それ以外の場合は 0 である。 

D11 D12 

５．空間重み行列を用いた EM アルゴリズ

ムによる面補間手法の提案 

 

（１）空間重み行列を用いた面補間のためのモ

デルの導出 

本研究では、LeSage and Pace (2006) 7)における

空 間 計 量 経 済 モ デ ル に よ る 点 補 間 法 と 、

Flowerdew and Green (1992) 5)におけるEMアルゴ

リズムを用いた面補間法を組み合わせることで、

空間従属性を考慮した面補間のための手法の提

案を行う。まず、(9)式に倣い、体積保存則のため

の補正項を加えた(11)式を定義する。 

kkkkikikkkk εβXyWNzβXyWy ++−++= )]([ ρρ (11) 

(9)式と同様に、(11)式についても、所属する集計

単位毎に同一の値を示す説明変数及び定数項を

用いてはいけない。 

ここで、Wk
*=(I–N ik)Wk、Xk

*=(I–N ik)Xkとする

ことで(12)式のように整理される。 

kikkkk y εzβXWy +++= **ρ    (12) 

 (12)式は、(1)式で示した SLM と構造が同じであ

り、対数尤度関数は次式で与えられる。 

)ln(
2

)2ln(
2

2* σπ KKL −−=  

)()(
2

1 ****
2 ikkkkikkkk zβXyWyzβXyWy −−−′−−−− ρρ

σ
  

*ln kWI ρ−+  (13) 

対数尤度関数をβとσ2それぞれについて偏微分す

ることで、ρに関する集中化対数尤度関数(14)式が

導かれる。 

⎥⎦
⎤

⎢⎣
⎡ −−′−−−= )ˆˆˆ()ˆˆˆ(1ln

2
*

ⅢⅡⅠⅢⅡⅠ ���
n

nLC εεεεεε ρρ  

.ln * constk +−+ WI ρ  (14) 

ただし、 ⅢⅢ βXzε ˆˆ ki −= 、 ikkk zXXXβ ′′= −1)(ˆ
Ⅲ であり、

(13)式内の βは で与えられる。 ⅢⅡⅠ ββββ ˆˆˆˆ +−= ρ

(14) 式 か ら 、 尤 度 算 出 の 必 要 条 件 は 、

|I–ρWk
*|=|I–ρ(I–N ik)Wk |>0 となる。D≡|I–ρWk

*|と

すると、Dの、任意の集計単位と完全に一致する

細分単位ついての行は、対角項以外の全ての要素

が零となる。従って、行列の基本変形及び行列式

の公式により、Dは(15)式のように展開される。 

1
21 D

IO
DD

D ==      (15) 

そこで、以下では|D1|>0、即ち、D1の正定値性

を検証することで|D|>0 を示す。Burga(1972)2)によ

ると、正方行列が正定値行列であるための十分条

件は、以下の条件を満たすことである（塚井、奥

村 (2007) 21)参照）。 
[ I ] 既約行列であること 

[II ] 狭義優対角行列であること 

[III] 全ての対角項が実数であること 

[I]の既約行列とは、行、列の同時入れ替えによ

り、ブロック三角行列への変換が不可能な行列で

ある（例えば、児玉・須田(1978) 16)）。ブロック

三角行列とは、三角行列の対角要素を正方行列で

置き換えた行列であり、行列D11、D12、D13、及び

零行列Oを用いてD1を図 5 のように表すことがで

きる場合、D1はブロック三角行列である。ただし、

D及びD13のサイズはそれぞれn×n、m×m(1≦m＜n)

とする。 

そこで、D1のブロック三角行列への変換の可否

を検証する。まず、細分単位Cp、Cp’、Cq、Cq’を

定義し、Cq及びCq’は、Cpとは異なる集計単位に所

属していると仮定する。すると、D1の要素[p, q]

は(16)式で表される。 

∑
≠

−−−
qp

pqpqpqpq wnwn )1(ρ          (16) 

ここで、npqはN ikの要素[p, q]、wpqはWkの要素[p, q]

D1=

D13O 

n–m

m

n m m –
図 5：ブロック三角行列の構造 

 



 ’ )()([][ ,11,11,113121 KppppKppkik wwnwwwnsum −−− +++= LLLρρ WNである。次に、D の要素[p, q1 ]についても同様に

式を構築し、両式が同時に 0 となる連立方程式を

解くことで(17)式を得る。 

 (21) )()( 1,1,11,1,1 −+++ ++++ KKKpKKpppp wwnwwn LLL

s.t. , , ,  1
1

=∑
=

n

q
pqn 1

1
=∑

=

n

q
pqw0≥pqw0≥pqn

qppq ww ′=  (17)          

、Cまた、同一集計単位に所属するC 制約式により(21)式は(22)式に展開される。 p p及び、そ

れらとは異なる集計単位に所属するC    (22) ))(1(][ 21 pKpppppkik wwwnsum L++−= ρρ WNqを仮定し、

D ’ (19)(20)(22)の各式を足し合わせることで D の各行

の非対角要素の和を求めると、(23)式となる。 

の要素[p, q]及び[p1 , q]が同時に 0 となるための

連立方程式を解くことで、条件式(18)を得る。 
         (23)  (18) qppq ww ′= )(][ 21 pKppppp wwwnsum L++−= ρD         

次に、行列Mの第p行の対角要素をdiag[M]ここで、D1がブロック三角行列であるためには、

Mと同様に(n–m)×mの零行列を持つことが必要条

件である 

pとす

ると、diag[D] は、その要素であるI、–ρWp k及び

ρN W の各対角要素を元に(24)で表される。 ik k

      (24) )(1][ 21 pKppppp wwwndiag L+++= ρD及びC とは異なる集計単位にC以上より、Cq q p

diag[D] >sum[D]が所属しているならば、(17)式が成り立つようなq

及びq
p pを解くことで、少なくともρが 0

以上であれば、Dは狭義優対角行列となると分か

る。 

’の組み合わせが、少なくとも(n–m–1)×m組

存在しなくてはならない。さらに、Cqを含まない

同一集計単位にC の性質を調べる。D次に、Dp及びCp’が所属しているならば、 

p、p
1 1は、Dの小行列で

ある。また、Dの 3 つの各成分中の要素の符号は

単一である。従って、ρが 0 以上であれば (25)が成

り立つ。 

’のどのような組み合わせに対しても(18)式が

成り立つようなqが少なくともn–m通り存在しな

くてはならない。 
      (25) 0][][ 1 << pp sumsum DD以上の条件は、同一の代表点を持つ細分単位が

複数存在する場合には成立しうるが、異なる市町

村が同一の代表点を持つことは通常ない。従って、

D

さらに、D1の対角要素はDの対角要素に一致する。

従って、ρが 0 以上であれば(26)が成り立つ。 
      (26) 0][][ 1 >= pp diagdiag DD1は、ブロック三角行列への変換が不可能である

ことから、既約行列である。 (25)、(26)より、D は狭義優対角行列である。 1

[III]は自明である。 [II]の狭義優対角行列とは、全ての行について、

対角要素が非対角要素の総和よりも大きい行列

である。以降では、最初にDの性質を調べ、それ

を元にD

以上より、D  1の正定値行列は示され、(15)式よ

りDの正定値性も示されるため、|I–ρW *
k |>0 は満

足され、尤度関数(13)式を最大化するための必要

条件は満たされた。 
1の性質を調べることで狭義優対角行列

であることを示す。 

まず、Dの性質を調べる。そのために、DをI、

–ρW

 

及びρN W （２）提案手法の計算手順 k ik kに分解し、各行列の非対角要素

の和を調べる。行列Mの第p行の非対角要素の和

をsum[M]

以下に示す手順により、提案モデルを用いた面

補間を行うことができる。 とすると、 p

(19) 0][ =psum I [1]各々の細分単位が所属する集計単位の実測値y          i

は自明である。また、W を、各細分単位内における被説明変数ykの行基準化を仮定してい

ることから、 
kの初期

値とすることで、細分単位の被説明変数ベクト

ルy(20) ρρ −=− pksum ][ W を構築する。         k

である。さらに、sum[ρN W ]kik pは(21)式で表さ

れる。 



予
測 

[2][1]で得られるykを用いたSLMにより、各パラメ

ータの初期値を求める。 

[3]以下の 2ステップを収束するまで交互に繰り返

す。 

 E-Step 

与えられたパラメータを元に、(11)式を用いて

予測値を算出する。 

 M-Step 

(13)式で示される尤度関数L*を最大化する。こ

こで、(13)式は補正項付きの、SLMに対する対

数尤度関数であることから、（LeSage and Pace 

(2006) 7)）における、予測地点を含む全地点に

より空間的な均衡状態に至るという点補間の

際の仮定の引用により、通常のSLMの場合と同

様に、以下の手順でM-STEPを遂行することが

できる。 

[1]OLSを用いてykを(I–N ik) Xkに回帰し を得る Ⅰβ̂

[2]OLSを用いて(I–N ik)Wkykを(I–N ik) Xkに回帰し

を得る Ⅱβ̂

[3]OLSを用いて iz を(I–N ik)Xkに回帰し を得る Ⅲβ̂

[4]残差 、 、 を求める Ⅰε̂ Ⅱε̂ Ⅲε̂

[5] を最大にするCL* ρ を求める 

[6]βと を得る ˆ 2σ̂

以上の計算を、 が収束するまでの間繰り返し

行うことで、体積保存則を満足し、かつ、空間従

属性を考慮した面補間が細分単位C

CL*

kに対してな

される。最後に、導かれた予測値 を(10)式に代入

することで、配分単位BB

図 6：実証における面補間の概要 

 

1995 年度の市町村毎の高齢化率             2007 年度の市町村毎の高齢化率 

への面補間を行うことができる。 j

ただし、５章で述べたように、定数項及び所属

する集計単位毎に同一の値を示す変数は、提案モ

デルの説明変数として用いてはいけない。 

 

６．実際のデータを用いた検証 

 

（１）検証の概要 

北関東 3 県（茨城県、栃木県、群馬県）のデー

タを用いた実証により提案手法の有用性を検証す

る。ここでは、2007 年度の市町村区分を集計単位、

1995 年度の市町村区分を配分単位とした面補間

（図 6）を、通常の線形回帰モデル（線形モデル）、

Flowerdew and Green (1992) 5）による補正項付きの

線形回帰モデル（FGモデル）（５章第２節を参照）

及び提案手法（提案モデル）それぞれにより行い、

予測精度の比較等から、提案手法の有用性を検証

する。 

予測精度の検証のためには、1995 年度の市町村

区分で集計された、2007 年度のデータが必要であ

る。そこで、2007 年度の町丁目データからそれを

作成する。ここでは、町丁目データの入手が容易

であった高齢化率［％］の面補間を例に検証を行

う。説明変数には、同じくデータ入手や加工が容

易であった、東京駅までの距離（東京距離）［km］、

最寄りの県庁所在市町村の主要駅までの距離（県

庁距離）［km］、人口密度［千人/kmkŷ 2］、市町村



表 1：パラメータ推定結果 

1 2 ケース 

モデル 線形モデル FG モデル 提案モデル 線形モデル 空間ラグモデル

***   ***    ***   18.53 2.3221.8定数項 

(7.59)    (2.87)    (0.35)   
***   ***   ***   

外での従業率（域外従業率）［%］を用いる。 

また、空間重み行列Wkは、要素が(1/dpq
2)であ

るp行q列の行列を、行基準化することで与える。

ただし、dpqはp番目及びq番目の各細分単位の幾何

的重心間のユークリッド距離とする。 

なお、以下の計算は、フリーの統計ソフトウェ

ア「R」により行う。また、予測結果等の空間分

布図作成には ESRI 社の「ArcGIS」を使用する。 

 

（２）空間従属性の検定  

空間従属性の検定量としてモランI統計量が知

られている。モランI統計量は–1 から 1 までの値

を取り、値が 1 に近い程空間従属性が強いと判断

される。本研究では、先に述べた被説明変数及び

説明変数を用いた線形モデルから得られる残差εk

に対するモランI統計量(27)式の適用により、空間

従属性の検証を行う。 

モラン I 統計量＝

∑∑

∑∑ −−

p q
pq

p q
qppq

w

w

2

))((

σ

εεεε
  (27) 

計算の結果、モラン I 統計量は 0.16 であり、空

間従属性は存在するという仮説が有意水準 1%で

採択された。 

 

（３）パラメータの推定 

次に、各モデルを用いたパラメータ推定を行う。

推定は、面補間における推定(ケース 1)に加え、合

併前区分の高齢化率を既知とした、完全データに

よる推定(ケース 2)を行い、両者を比較することで

面補間におけるパラメータ推定値の妥当性の検証

を行う。ケース 1 で用いるモデルは線形モデル、

FGモデル及び提案モデル、ケース 2 で用いるモデ

ルは線形モデル及び空間ラグモデルである（表 1）。

パラメータ推定の結果、ケース 1 において、線形

モデルにより得られたパラメータの符号は、ケー

ス 2 の両モデルにおけるそれと完全に一致してい

るのに対し、FGモデル及び提案モデルにより得ら

れたパラメータの符号は、完全には一致していな

いことが分かる。このことから、FGモデル及び提

案モデルによるパラメータ推定結果には注意が必

要であることが示唆される。また、ρの値が大きい

ことからも、強い空間従属性が示唆される。なお、

ケース 1 における提案モデルとケース 2 における

SLMモデルの各空間重み行列は、それぞれWk
*及

東京距離(km) 0.04

(2.68)    

0.11

(7.37)   

–0.06

(–4.02)   

***   0.07 0.02    

(4.69)    (1.34)   
* ***   ***   県庁距離(km) 0.05    

(1.90)    

0.15

(5.69)   

0.11

(4.17)   

***   0.06 0.04    

(2.27)    (1.52)   
***   人口密度(千人/km2) –0.07    

(-1.58)    

–0.15

(-2.48)   

–0.08    

(–1.32)   

***   ***   –0.33 –0.23

(–5.45)    (–3.80)   

域外従業率(%) –0.04    

(-1.35)    

0.03    

(0.87)   

0.05    

(1.58)   

***   –0.05    –0.06

(–2.03)    (–1.70)   

 7.29   0.92    ρ 

AIC  624.6 588.1  

※括弧内はt値    ※※*** ** *は 1%水準、 は 5%水準、 は 10%水準で有意であることを示す 
※※※提案モデルの ρは 0 以上、空間ラグモデルの ρは–1 から 1 の間の値をそれぞれとる 



図：7：予測対象の各配分単位の高齢化率実測値 図：8：線形モデルによる高齢化率予測値 

図：9：FG モデルによる高齢化率予測値 図：10：提案モデルによる高齢化率予測値
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 線形モデル FG モデル 提案モデル

RMSE 6.11 3.78 3.46 

表 2：RMSE の算出結果     (28) 

ここで、k'は合併により消滅した細分単位（全 K'

箇所）の添え字である。 

びWkであり異なるため、ρの推定値の比較はでき

ない。 

表 2 は RMSE の算出結果であり、FG モデルと

線形モデルとの差は、体積保存則の考慮による効

果、提案モデルと FG モデルとの差は、空間従属

性の考慮による効果をそれぞれ表す。表 2 から、

前者だけでなく、後者についても、一定の差が存

在することがわかり、空間従属性の考慮が、面補

間においても重要であることが示唆される。 

提案モデルは ρを用いている分パラメータが多

いため、提案モデル及び、提案モデルと入れ子構

造の関係にある FG モデルの AIC を算出すること

で、両モデルの予測能力を比較した。その結果、

提案モデルの AIC は FG モデルの AIC に比べて小

さく、提案モデルの予測能力高さが確認された。 各モデルによる予測結果のプロットは図 7～図

10 である。各図から、茨城県北部や栃木県北部に

おいて、提案モデルによる予測値の分布が実測値

の分布に近いことがわかる 

 

（４）予測精度の検証 

予測精度の検証は平均 2 乗平方根誤差（RMSE: 

Root Mean Square Error）(28)式により行う。 次に、FG モデルと提案モデルとの予測誤差の差



をプロットすることで（図 12）、両モデルの予測

精度を詳細に比較した。図 12 から、FG モデルに

比べ、提案モデルは茨城県東部や群馬県南部にお

いて、比較的優れた予測結果が得られていること

が分かる。また、予測結果を行った 134 市町村の

うち、83 の市町村で、空間従属性の考慮による予

測精度の向上が見られた。 

 
７．おわりに 

本研究では、市町村合併に伴う市町村区分の変

化により生じるパネルデータ分析の困難への対

処方法について議論した。その中で、全時点にお

けるデータの集計単位を合併前時点における集

計単位へと精度良く面補間するために、体積保存

則及び空間従属性を考慮した面補間法を提案し

た。そして、体積保存則のみを考慮した手法及び

通常の線形回帰モデルによる手法との実データ

を用いた比較実験から、提案手法により精度の良

い面補間が行われることを確認した。 

本研究における提案手法は、市町村データのみ

ならず、多くの集計データへの集計単位変更への

適用が考えられる。そのためには、集計データの

持つ特性と、提案手法による面補間の精度の関係

は明らかにすべきであろう。また、本研究におけ

る提案手法は、合併前の市町村区分を用いたパネ

ル分析を行うための手法であり、本来は、3 時点

以上の複数時点のデータを同時に面補間できる

ことも望ましい。そのために、空間方向だけでな

く、時間方向の従属性も考慮した手法の拡張につ

いても今後検討していきたい。 

図 12：FG モデルと提案モデルの予測精度比較
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A countermeasure against a change in the areal unit for statistical data brought 
about by municipal mergers: An analysis by spatial econometric models 

 
Abstract:  The Great Merger of the Heisei Era has resulted in great changes in the areal units for Japanese 

municipal data. These changes have led to difficulties in panel data analysis. The most conventional 

measure today is to build a data set on the basis of the merged municipalities. However, such a measure 

may destroy some information that the smaller areal units before the municipal mergers might have 

conveyed. This paper proposes SLM based method that enables us to analyze municipal data by employing 

spatial econometric models on the basis of the areal units before the Great Merger, and examines the 

practicability of the proposed method. 
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市町村合併による統計データの集計単位変更
に対する方策の提案

空間計量経済モデルを用いた分析への対処法

筑波大学大学院システム情報工学研究科

博士前期課程 村上大輔

准教授 堤盛人
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 空間的な集計単位毎のデータとしての提供が多い

都道府県、市町村など

社会経済データの特徴

市町村数の変化

3232   1772

(1999年3月31日) (2011年12月1日)

しばしば変更される

2
（黄色：合併有り、白：合併なし）
茨城県周辺の合併の有無

我が国の市町村区分は
平成の大合併に伴い大きく変化

背景

時間

• 分析を容易にするために、集計単位を統一することが多い

（１）：合併後の行政区分への統一

集計単位変更への対処

合併

A市

B市

合併

A市

B市

利点：細かい単位での分析が可能

欠点：予測誤差が発生

3

利点：作業が容易

欠点：情報量が減少

予測（補間）

（２）：合併前の行政区分への統一

時間

背景

合併前の行政区分への統一に必要な処理

• 合併後に集計されたデータを合併前の集計単位へと再配分する
ような手法が必要

面補間（Areal Interpolation）

4

y1

y2

y3

3231 ˆˆ yy 
21ŷ
1211 ˆˆ yy 

※yが人口の場合の条件式

1y

2y

3y

=

=

=

体積保存則：合併前後で変数の総量は保存されなくてはならない

12ŷ

11ŷ

32ŷ

21ŷ

31ŷ

背景

面補間で考慮すべき空間データの性質

空間従属性を考慮した手法

近接したデータは相互に似た傾向を示すという空間データの基本的性質

体積保存則と空間従属性の両方を

考慮した面補間法は提案されていない

5

y1

y2
y3

背景

研究目標

体積保存則及び空間従属性を考慮した

面補間法の提案

提案の流れ

6

空間計量経済モデルによる面補間法
体積保存則○
空間従属性○

面補間実行のための前提条件満足の確認

線形回帰モデルによる面補間法
体積保存則○
空間従属性×

空間計量経済モデルによる点補間法
体積保存則×
空間従属性○

研究目標
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• 空間従属性を考慮することのできるモデルが多数存在

 空間重み行列Wにより地点間の空間従属性を考慮する

• 各要素は距離の関数

• 行和が1になるように基準化

• 対角項は全て0

空間計量経済学

1
1




n

j
ijw
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0

0

0

321

33231

22321

11312
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www
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W

地区3から地区1への影響力

ijij dw 2/1（例）
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空間計量経済モデルによる点補間

代表的な空間計量経済モデル

空間ラグモデル(SLM：Spatial Lag Model)

• 被説明変数に対して空間従属性を仮定

εXβWyy   ),0(~ 2Iε N

Xy ε
I 2,,  β

：被説明変数 ：説明変数 ：誤差項

：単位行列 ：パラメータ

観測地点間のみについての空間重み行列

8

空間計量経済モデルによる点補間

空間計量経済モデルによる点補間の問題

観測地点間のみについての空間重み行列

(観測＋予測)地点についての空間重み行列
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w21

w32 w23

w31
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434241

343231

242321

141312
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W
y1

y2

y3

y4

予測地点に用いることができない
:観測地点 :予測地点
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空間計量経済モデルによる点補間

空間計量経済モデルによる点補間

Pace and Lesage.(2006)
• SLMを(観測＋予測)地点のデータを元に定義

εXβWyy   ),0(~ 2Iε N

Xy
ε I 2,,  β

：(観測+予測)地点の被説明変数 ：（観測＋予測）地点の説明変数

：誤差項 ：単位行列 ：パラメータ

欠損があり、通常の手法によるパラメータ推定ができない

EMアルゴリズムにより計算

10

空間計量経済モデルによる点補間

EMアルゴリズムによる点補間

• 欠損のあるデータから最尤推定を行うことのできるアルゴリズム

基本的な計算手順
(1)欠損の初期値を設定

(2) (観測＋欠損)データに基づく尤度の最大化でパラメータを推定

(3)欠損値の更新

(4)(2)、(3)を収束するまで交互に繰り返す

この手法により面補間した場合、体積保存則は満足されない 11

 )ln(
2

)2ln(
2

2 ss
L WIXβWyyXβWy 


 ln)()(

2

1
2

y

s：(観測＋欠損)地点数

Pace and Lesage.(2006)におけるEMアルゴリズム
• SLMから構築される以下の尤度関数Lを手順(2)で最大化

空間計量経済モデルによる点補間
面補間法提案までの流れ
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空間計量経済モデルによる面補間法
体積保存則○
空間従属性○

面補間実行のための前提条件満足の確認

線形回帰モデルによる面補間法
体積保存則○
空間従属性×

空間計量経済モデルによる点補間法
体積保存則×
空間従属性○



3

密度を表す変数の体積保存則の成立条件
（例）市町村A1及びA2の合併によりできた市町村Aの高齢化率

体積保存則の整理

密度を表す変数の面補間に焦点を当てる
人口に対する割合：高齢化率、出生率、人口増加率 ・ ・ ・
面積に対する割合：人口密度、道路密度、・ ・ ・

(例)

13

yA=3/9
yA1=2/7

yA2=1/22211 AAAAA ynyny 

ijn
iy ：空間単位iの高齢化率

：合併後単位iの総人口のうち、
合併前単位jに所属する人口の割合

：高齢者 ：それ以外の人

面補間前後で変数の総量は保存する

線形回帰モデルによる面補間法

Flowerdew and Green.(1992)の面補間概要

集計単位 (添字i)配分単位 (添字j)

14細分単位 (添字k)

手順１
モデルによる按分

手順２
統合

1ŷ

3ŷ

2ŷ

jŷ

1ŷ 2ŷ
1y

iy

2y

kŷ
4ŷ

線形回帰モデルによる面補間法

• 線形回帰モデルを用いた面補間を行った研究
• 集計単位から配分単位への面補間法を定式化

Flowerdew and Green.(1992)による

市町村合併への対処

配分単位（=合併前単位）(添字j)

15

1y

iy

2y

手順１
モデルによる按分

kŷ

1ŷ 3ŷ2ŷ

手順２
統合

jŷ

1ŷ 3ŷ2ŷ

集計単位（=合併後単位）(添字i)

細分単位（=合併前単位）(添字k)

線形回帰モデルによる面補間法

Flowerdew and Green.(1992)のモデル
（以下、F＆Gモデル）
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ikN

kkikikk εβXNzβXy  )(

 ykは未知であるためEMアルゴリズムで計算実行

トレンド項
（定数項なし）
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予測値 が体積保存則を満たすための補正

補正項

kŷ

iz 細分単位が所属する集計単位
における被説明変数の実測値

Nik
集計単位iの総人口のうち、細分単位kに
所属する人の割合nikを要素とする行列

12n

34n

11n 23n

35n

（例）

k=1

k=2

k=4

k=5

i=2i=1

i=3

k=3

線形回帰モデルによる面補間法

面補間法提案までの流れ
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空間計量経済モデルによる面補間法
体積保存則○
空間従属性○

面補間実行のための前提条件満足の確認

線形回帰モデルによる面補間法
体積保存則○
空間従属性×

空間計量経済モデルによる点補間法
体積保存則×
空間従属性○

空間従属性を考慮した面補間法

kikkkk εzβXyWy  **

kikk WNIW )(*  kikk XNIX )(* 
式変形
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kkikikk εβXNzβXy  )(

トレンド項 補正項

 F＆Gモデル

kkkkikikkkk εβXyWNzβXyWy  ))(( 
補正項トレンド項

空間計量経済モデルによる面補間法
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尤度関数の構築
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空間計量経済モデルによる面補間法 EMにおける尤度最大化の手順

• 通常のSLMと同様

[1]OLSを用いてykを(I–Nik) Xkに回帰し を得る

[2]OLSを用いて(I–Nik)Wkykを(I–Nik) Xkに回帰し を得る

[3] OLSを用いて を(I–Nik) Xkに回帰し を得る

[4][1][2][3]の回帰の残差 ,    ,     を求める

[5]    を最大にする を求める

[6] と を得る

Ⅰβ̂

Ⅲβ̂

Ⅱβ̂

Ⅲ̂Ⅱ̂Ⅰ̂

*
CL ̂

β̂ 2̂
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iz

空間計量経済モデルによる面補間法

面補間法提案までの流れ
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空間計量経済モデルによる面補間法
体積保存則○
空間従属性○

面補間実行のための前提条件満足の確認

線形回帰モデルによる面補間法
体積保存則○
空間従属性×

空間計量経済モデルによる点補間法
体積保存則×
空間従属性○ .ln)ˆˆˆ()ˆˆˆ(

1
ln

2
** const���

n

n
L kC 



  WIεεεεεε  ⅢⅡⅠⅢⅡⅠ

尤度最大化の必要条件

0*  kikkk WNWIWI  でなくてはならない
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面補間実行のための前提条件満足の確認

の性質
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01 D0D を示すには を示せばよい 23

必ず単位行列
となる

k=1

k=2
k=3

k=4
k=5

DWNWI  kikk 

DWNWI  kikk 
面補間実行のための前提条件満足の確認 が満足される条件

正定値行列の十分条件(Burga.(1972),(塚井, 奥村.(2007)参照))

(1)既約行列であること

(2)狭義優対角行列であること

(3)全ての対角項が実数であること ←自明
24

01 D

D1が正定値行列であればよい

面補間実行のための前提条件満足の確認
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(1)既約行列とは

• 行列の基本変形によりブロック三角行列への変換が

不可能な行列

ブロック三角行列

25

面補間実行のための前提条件満足の確認

M=

M2

M4

M1

※n＞m＞１
n-m m

m

n-m

零行列生成の必要条件１
• (n-m-1)×m組のD1の要素q、q’について が成立すること

零行列生成の必要条件２
• 細分単位qを含まない同一集計単位にp,p’が属しているならば、

必ず となるようなqが(n-m)地点存在すること

(1)D1が既約行列であることの証明(背理法)

既約行列でない条件

qppq ww 

qppq ww 

市町村データで考える際は成り立たないためD1は既約行列

D11

D1=
D12

D14
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代表点の座標が同一の地区が複数存在することが既約でない条件

＝

• (n-m)×mの零行列が生成可能
であること

(2)狭義優対角行列とは

• 各行について、対角要素が対角要素以外の全要素の和より
も大きい値を示す行列
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2524232122 ttttt 

面補間実行のための前提条件満足の確認

(2)D1が狭義優対角行列であることの証明
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※ただし とする

対角要素 非対角要素の和

0 -

0以上 未満 0以上 未満

Wに行基準化を

仮定するため

要素の成分が以下のように表されることから明らか

• Dの成分を元に、D1についての検証を行う
0

1以上1+   未満 - 以上0未満D ＞

1以上1+ 未満
1D ＞ - 以上0未満

Dの成分

28D1は狭義優対角行列





 

 

面補間実行のための前提条件満足の確認

提案手法の計算手順まとめ

提案モデル

細分地区予測の手法
 EMアルゴリズム

手順 (1) 欠損箇所に初期値を設定

(2)(観測＋欠損)データに基づく尤度最大化によりパラメータを推定

(3)欠損箇所の値の更新
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※以下の尤度関数を最大化
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提案手法提案のまとめ

提案手法による実証

2007年の高齢者のデータを

1995年時点の市町村区分へと面補間する

予測精度の検証の際の真値

• 2007年の町丁目別データを1995年の市町村区分に集計して獲得

対象地域

• 北関東３県

茨城県

栃木県

群馬県

1995年市町村(203箇所) 2007年市町村(116箇所)

面
補
間

2007年度高齢化率（ともに町丁目データから作成）

実証



6

比較するモデル

線形モデル

F＆Gモデル
（体積保存則考慮）

提案モデル
（体積保存則＋空間従属性考慮）

kkk εβXy 

kkikikk εβXNzβXy  )(

kkkkikikkkk εβXyWNzβXyWy  ))(( 

説明変数
※相関が示唆される変数を投入

・ 東京駅までの距離[km]

・ 県庁所在市の主要駅までの距離[km]

・ 人口密度[千人/km2]

・ 域外従業率[%]
(他の市町村で働く従業者の割合)

被説明変数

・ 高齢化率(%)

31• 空間重み行列Wの要素は ijij dw 2/1

実証

パラメータ推定結果

ケース 1995年区分への面補間
1995年区分の全データ

により推定(参考)

パラメータ
線形

モデル
F&G

モデル
提案

モデル
線形

モデル
空間ラグ
モデル

定数項 21.80 *** 18.53 *** 2.32  ***

東京距離[km] 0.04 *** 0.11 *** -0.06*** 0.07  *** 0.02

県庁距離[km] 0.05 *** 0.15 *** 0.11*** 0.06  *** 0.04    *

人口密度[千人/km2] –0.07 –0.15 *** -0.08 -0.33  *** -0.23  ***

域外従業率[割] –0.04 0.03 0.05 -0.06  *** -0.05  

ρ 7.29 0.92

AIC 624.6 588.1

**

実証

面補間結果

高齢化率実測値

F&Gモデル

線形モデル

提案モデル

33

実証

34

面補間の精度比較

• RMSE(平均二乗平方根誤差)により面補間の精度を比較

結果

：体積保存則

：空間従属性


 




K

kk

K

yy
RMSE

2)ˆ(
100

線形モデル F&Gモデル 提案モデル

RMSE (     ) 6.11 3.78 3.46%

の考慮による精度向上

実証

まとめ

・ 体積保存則と空間従属性を満足する面補間法を

空間計量経済モデルを元に提案

・ 空間従属性を考慮することによる予測精度向上を確認

今後の課題

・ 尤度関数内の行列式についての証明の精緻化

・ 幅広いデータへの適用

・ 時空間への拡張

35

まとめ
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